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国土交通省
関東地方整備局

Ⅰ．関東地方整備局の防災・災害対策

Ⅱ．防災に関する最近の状況

Ⅱ． 防災DXの取組
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国土交通省
関東地方整備局

Ⅰ 関東地方整備局の防災・災害対策

3



国土交通省
関東地方整備局関東地方整備局 統括防災グループについて

○ 災害の頻発・激甚化に伴い、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）に求められる役
割が拡大・高度化するとともに派遣隊員数・派遣回数が増加。

○ 迅速かつ円滑な災害応急対応のために、平成31（令和元）年度より部長級の「統括
防災官」をヘッドとする防災専属の組織（統括防災グループ）を設置。

○ 災害時におけるTEC-FORCEの派遣調整・指揮命令体制を強化するとともに、平常
時においてもTEC-FORCEによる支援計画の検討、自治体、警察、消防、自衛隊等
の関係機関との連携体制の構築、TEC-FORCE隊員の訓練・研修等を実施。

防災室

災害対策マネジメント室

企画部長

防災管理官

防災情報調整官

関東地方整備局長

総括防災調整官

河川部長 道路部長 …

TEC-FORCE後方支援 等

防災情報の収集・提供、 TEC-FORCE高度化、防災DX 等

危機管理全般（災害対策本部の運営等）、
各種防災計画・災害協定の整備、防災ヘリの運用 等

TEC-FORCE派遣調整・指揮命令、隊員研修、
防災訓練実施、関係機関との連携体制構築 等

重要事項の総括調整、関係機関連携強化 等

防災に関する事務の統括
平常時・災害時の高度な調整

統括防災官

東日本大震災における緊急排水の状況

災害対策本部（関東地方整備局）

（計２９名）

防災対策技術分析官 各種訓練・研修、 TEC-FORCE活動計画検討 等
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国土交通省
関東地方整備局災害発生時の対応

災害発生

情報の収集

災害対策本部･支部等の設置

詳細情報収集･整理

応急・復旧計画等の検討
策定

応急復旧の実施

（地震災害発生時の対応例）

災害対策現地本部の設置

応援要請

（自治体等）

防災通信機械の出動

情報収集

出動

（防災ヘリ･衛星通信車等）

（災害対策現地本部）

･応急対策､被災者等対応､広報活動等

･警察､消防､地元町村等の関係機関と
の連携

ＴＶ会議

状況報告

要請

災害対策用機械の貸与
（照明車､排水ポンプ車等）

災害映像情報等の提供

災害復旧専門技術者の派遣

（被災調査､危険度判定等）

本省災害対策室

･３０分ルール報告

･大規模災害時の第一報､続報等

(震度５弱以上､緊急火山情報の場合)

応急復旧の完了

災害対策本部･支部等の廃止

応援・支援メニュー

他の防災機関
との相互協力

マイクロ・光ファイバネットワーク等
専用通信網による情報収集

参集時の一般被害情報､災害フォトシ
ステム情報等

ＣＣＴＶ監視カメラ映像､パトロール巡
回等点検情報､地震計情報等

広報活動－逐次－

災害対策本部車･待機支援車の設営

（災害対策運営要領災害対策本部・
支部設置 基準に基づき設置）

TEC-FORCE
リエゾン
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国土交通省
関東地方整備局関東地方整備局災害対策本部設置状況

災害対策本部設置回数（H25年度～R4年度） R5.3.31時点

○近年の災害の激甚化・多様化に伴い、対策本部の設置回数が増加傾向。

6

H27.9 関東・東北豪雨

R1.10 令和元年東日本台風（台風第19号） 等

R2.4.8 新型コロナウイルス感染拡大防止対策本部

※（）内の数値は
応援対策本部設置回数（34）（21）（15）（23）（22）（20）（4）（0）（3）（5）



国土交通省
関東地方整備局

7

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）



国土交通省
関東地方整備局
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活動内容活動内容

※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 R2.7月豪雨 】
（熊本県錦町）
【 R2.7月豪雨 】
（熊本県錦町）

 市町村へのリエゾン派遣  被災状況の把握

 Ku-SAT※による監視体制確保  自治体への技術的助言  排水ポンプ車による緊急排水  捜索活動への技術的助言

【 H26.9 御嶽山の噴火 】（長野県王滝村）【 H26.9 御嶽山の噴火 】（長野県王滝村）
※Ku-SAT：衛星小型画像伝送装置※Ku-SAT：衛星小型画像伝送装置

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）
【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）の概要

○大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、平成20年4月にTEC-FORCEを創設
し、本省災害対策本部長等の指揮命令のもと、全国の地方整備局等の職員が活動。

○TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際し、被災自治体が行う被災状況の把握、被害の拡大の防止、被災地の早
期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施。

○南海トラフ巨大地震や首都直下地震をはじめ、大規模自然災害の発生が懸念されている中、令和５年４月には隊員数
を約１万６千人に増強（創設当初約2,500人）。ドローン等のICT 技術の活用や、排水ポンプ車等の資機材の増強など、
体制・機能を拡充・強化。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとはＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとは

 災害対策用ヘリコプターによる被災状況調査

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査

【 令和元年8月の前線に伴う大雨】
（佐賀県大町町）

【 令和元年8月の前線に伴う大雨】
（佐賀県大町町）



国土交通省
関東地方整備局ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥの勢力（隊員数の内訳）
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TEC-FORCE 登録隊員構成

北海道開発局
２，２３８名

東北地方整備局
１，５８３名

沖縄総合事務局
１５０名

関東地方整備局
１，９０１名

北陸地方整備局
８２１名

中部地方整備局
１，５９６名

近畿地方整備局
１，４３３名

四国地方整備局
８２１名

中国地方整備局
１，１９０名

九州地方整備局
１，２８０名

○隊員は地方整備局等の職員を中心に１６，１８６名が指名。災害の規模に応じ

て全国から被災地に出動

地方整備局等
８０％（１３，０１３名）

本省 １％
（１１８名）

地方運輸局等、
航空局

５％（７７３名）

国土技術政策総合研究所、
国土地理院

１％（２１１名）

気象庁 １３％
（２，０７１名）

（※令和５年４月時点）



国土交通省
関東地方整備局
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○近年の自然災害の激甚化・頻発化、被災自治体からの支援ニーズの高まりなどに伴い、

TEC-FORCEの活動規模は大きくなる傾向。

○創設以来、のべ約１３万６千人・日を越える隊員が活動（令和５年３月末時点）。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣実績



国土交通省
関東地方整備局

国土交通本省
(災害対策本部)

本省本部長の指示により
TEC-FORCE広域派遣を指示

応援地方整備局等
(応援対策本部)

TEC-FORCE広域派遣による支援

※災害状況から判断し、要請を待たずに派遣する場合があります。

中小規模の災害時 大規模災害時

TEC-FORCE管内派遣による支援

地方整備局長の指示により
TEC-FORCE派遣を指示

被災した地方自治体等

要請

要請

被災地方整備局等
(災害対策本部)

11

災害規模に応じた支援の仕組み



国土交通省
関東地方整備局

▼令和５年４月1日時点 （単位：台）

土のう造成機、応急組立橋、散水車、橋梁点検車、側溝清掃車、路面清掃車など

その他の機材

国土交通省が保有する災害対策用機材
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地整等
排水

照明車
対策本部車 遠隔操作式 遠隔操縦装

置（ロボQ）
衛星通信車 Car-SAT Ku-SAT

災害対策用
備 考

ポンプ車 待機支援車 バックホウ ヘリコプター

北海道 38 21 8 1 1 4 1 14 1

東 北 59 39 10 2 1 4 1 19 1

関 東 44 41 25 2 1 9 1 29 1

北 陸 51 49 9 3 4 1 20 1

中 部 37 34 15 2 1 6 1 17 1

近 畿 43 28 17 1 1 7 1 21 1

中 国 35 24 6 1 2 5 1 16 1

四 国 35 28 11 2 1 5 1 8 1

九 州 62 24 9 2 9 4 1 16 1

沖 縄 1 3 1 1 1 6

計 405 291 111 16 17 49 10 166 9



国土交通省
関東地方整備局

関東地方整備局には、排水ポンプ車、照明車、対策本部車、待機支援車、衛星通信車等の災害
対策用機械があり、管内の河川・道路事務所に配備されている。

これら車両は、自治体からの応援要請に応じてＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ職員と共に被災地へ派遣される。

照明車

排水ポンプ車 対策本部車

待機支援車 衛星通信車

13

災害対策用機械



国土交通省
関東地方整備局

Ⅱ．防災に関する最近の状況
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国土交通省
関東地方整備局
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首都直下地震への備え



国土交通省
関東地方整備局
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平成23年3月に発生した東日本大震災の教訓を受け、首都直下地震対策について地震モデル
の見直しが行われ、平成25年12月19日に「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報
告）」が公表された。
「防災・減災対策の対象とする地震」は、被害が大きく首都中枢機能への影響が大きいと考えら
れる都区部直下の都心南部直下地震を今後の対策における対象地震とした。

■都心南部直下地震（プレート内）を震源とする想定震度分布図 ■さまざまな地域における想定震度分布図

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）

平成25年12月 中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ

全壊・焼失家屋 最大 約61万棟

死者 最大 約2.3万人

要救助者 最大 約7.2万人

被害額 約95兆円

■被害想定（人的・物的被害）の概要

 都心南部直下地震［M7.3］
 各都県最大震度

震度７：東京
震度６強：埼玉、千葉、神奈川
震度６弱：茨城

首都直下地震の被害想定



国土交通省
関東地方整備局首都直下地震への備え

○救難物資の輸送ルート確保のため、道路啓開の八方向作戦に加え、水路及び航路も加えた総合啓開を行い、
空路も加えた四路の連続性を確保。

道路啓開

水路（河川）啓開

航路啓開

空路啓開

道路啓開の八方向作戦
○都心に向けた八方向（８方位）毎に優先啓開ルートを設定。一斉

に道路啓開を進行。
○高速道路、国道、都道の被災規模等が小さい箇所を相互に組み

合わせて、優先啓開ルートを設定。原則上下線各１車線の道路
啓開を実施。

○人命救助の７２時間の壁を意識し、発災後４８時間以内に各方向
最低１ルートは道路啓開を完了する目標。

方向
道路啓開
候補路線

南
首都高湾岸線
首都高横羽線
国道15号、国道1号

南西
東名高速、第三京浜
首都高3号線
国道246号

西
中央道
首都高4号線
国道20号

北西

関越道、首都高5号線
国道17号、国道254号

目白通り、新目白通り、白
山通り

北
東北道
首都高川口線
国道4号、国道122号

北東

常磐道、首都高6号線国
道6号
京葉道路、首都高7号線

国道14号

東
首都高湾岸線
東関東道
国道357号

南東 東京湾アクアライン

■“八方向作戦”の道路啓開候補路線

四路啓開 ： 道路・水路・航路・空路
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国土交通省
関東地方整備局

（八方向作戦）

・首都直下地震発生の際、都心に向けた八方向毎に優先啓開ルートを設定し、一斉に道路啓開を進行。

・高速道路、国道、都道の被災箇所・規模が比較的小さい路線・区間を交互に組み合わせ優先啓開ルー
トを設定。
・現地状況に応じて柔軟に対応しつつ、上下線各１車線の道路啓開を実施。

・人命救助の７２時間の壁を意識し、発災後４８時間以内に各方向最低１ルートは道路啓開を完了するこ
とを目標。

①初動の情報収集の充実＋②道路啓開の実効性の確保が必要

道路啓開（八方向作戦）
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国土交通省
関東地方整備局首都直下地震における TEC-FORCE 活動計画

■ TEC-FORCEの動員計画
1日目：発災後、直ちに広域進出拠点等に向けて出動

2日目：受援・応援地整等のTEC-FORCE一体で活動を開始

3日目：最大勢力のTEC-FORCE・災害対策用機械等が活動

○首都直下地震による甚大な被害に対し、発災直後から、迅速かつ円滑に応急対策活動を実施

するため、TEC-FORCE等の動員計画、広域派遣のタイムライン等をあらかじめ規定

○応援地整等のTEC-FORCEは、一次的な進出目標である広域進出拠点へ進出。受援地整等の指

示に従い、各活動拠点等に移動し、緊急輸送ルート確保、緊急排水活動、被害状況調査等を実施
※「首都直下地震緊急対策推進基本計画（H27.3閣議決定）」及び「首都直下地震対策計画（H26.4国土交通省）」に基づき策定

■ 広域進出拠点等の配置

■ 広域派遣のタイムラインのイメージ

中央自動車道

圏
央
道

高坂SA

羽生PA

谷田部東PA

酒々井PA

談合坂SA

足柄SA

関東技術事務所

日本大学
大宮キャンパス

国土交通大学校

国土技術政策総合研究所
（横須賀第二庁舎）

武蔵丘陵
森林公園

進出本部

車両待機拠点

広域進出拠点

震度5強 震度７震度6弱 震度6強

◆被害想定に応じてTEC-FORCE部隊を動員

・TEC-FORCE 最大約2,360人/日
・災害対策用ヘリコプター 8機
・災害対策用機械 約514台
・災害対策用船舶 26隻

北海道
約380人/日

東北地整
約290人/日

中国地整
約170人/日

九州地整
約290人/日

四国地整
約120人/日

中部地整
約210人/日

近畿地整
約220人/日

北陸地整
約190人/日

関東地整約400人/日
関東運輸局、東京航空局
約20人/日

受援地整等

※ この他、地方運輸局等から約70人/日を派遣

◆TEC-FORCE、災害対策用機械等を最大限動員
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国土交通省
関東地方整備局南海トラフ地震におけるTEC-FORCE活動計画
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○南海トラフ巨大地震による甚大な被害に対し、発生直後から円滑かつ迅速に災害応急対策活動

（緊急輸送ルートの確保や緊急排水活動など）を行うことを目的として、あらかじめ活動計画を策定

○活動計画は、動員計画、広域派遣のタイムライン、広域進出拠点等を規定

※「南海トラフ地震防災対策推進基本計画（H26.3中央防災会議）」及び「南海トラフ巨大地震対策計画（H26.4国土交通省）」に基づき策定

・TEC-FORCE
日最大2,250人/日

・災害対策用ヘリコプター 8機
・災害対策用機械 約565台
・災害対策用船舶 43隻

（※津波浸水深2m以上の浸水面積、全壊棟数）

◆被害想定*に応じた、TEC-FORCE及び災害対策用機械

の動員規模
①中部の被害想定が最大のケース ②四国の被害想定が最大のケース
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Ⅲ．防災DXの取組
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関東地方整備局インフラＤＸ推進体制
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とは

デジタル情報を国土交通省の所掌事務に係る公共事業に活用するための建
設技術の研究及び開発並びに普及に関する事務を総合的かつ一体的に推進
することにより、建設現場の生産性の向上を図る。 ※インフラＤＸ総合推進室の目的より

【主検討項目】

Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化①「初動対応の自動化」

防災対応の迅速化・効率化②「被害情報報告（第１報）やTEC支援要請取りまとめの自動化」

Ⅱ．3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化

Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援

Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用

Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

Ⅵ．ドローン調査の運用強化（悪天候、自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）

※その他、既存システムの連携及び処理の自動化等についても検討

で

を創造

【防災DX】検討方針

（結果的に）迅速な情報収集共有、的確な指示、早期の応急復旧に寄与

23

（そのためには）従来型ではなく、新しい災害対応を創り出していくことが必要
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災害対応の迅速化・効率化「初動対応の自動化」

事象発生時にシステム側から能動的に情報を発信し、自動で処理する仕組みを導入することで、
勤務時間外等において初動対応にあたる職員の負担軽減及び体制構築の迅速化・効率化を図る。

目標

取組内容

災害発生時の初動対応において、職員自らが手動で行ってきた体制メール送信や防災掲示板への体制入
力について、AI等（システム側から能動的に情報発信し職員が登録を行う等）を活用することでシステム側
が自動的に処理する仕組みを導入することにより、初動対応にあたる職員の負担軽減を図りつつ、対応の
迅速化・効率化を図る。

After
システムからの能動的な情報発信による操作

Before
手作業によるシステム操作
・職員が各種システムを活用して、災害発生の予兆情報を把握
・事象発生時には、短時間に状況を把握し、体制メールを送信
・体制情報等の情報をシステムに登録（防災掲示板）

・災害体制に入る事象をシステムが自動で判別し、予め登録されて
いる担当職員に向けてメール定型文を自動送信

・事象発生時には、システム側から能動的な情報発信を承認すること
で、体制メール送信や防災掲示板登録を自動化

・災害対応のワンオペ化、情報共有機能の高度化

・作業労力がかかる
・確認が必要なシステムが多

く、登録忘れの可能性あり

①自動送信

③システムへの反映
②

承認

・作業の迅速化、労力の軽減
・登録忘れ等の防止

災害！

システム

災害！

システム

24

・掲示板への体制入力

④メール送信

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
概略検討（基本要件
の確認等）

構築
（地震）

試
行

評
価

改良 運用（必要に応じて、適宜改良を実施）

構築（風水害） 試行実施設計（風水害） 運用（必要に応じて、適宜改良を実施）

構築（応援） 試行実施設計（応援） 運用（必要に応じて、適宜改良を実施）

評価 改良

一部運用開始

本格運用開始（風水害）

試行 評価 本格運用開始（地震）

評価

一部運用開始
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事象発生時にシステム側から能動的に情報を発信し、自動で処理する仕組みを導入することで、
勤務時間外等において初動対応にあたる職員の負担軽減及び体制構築の迅速化・効率化を図る。

目標

取組内容

「初動情報報告やTEC支援要請取りまとめの自動化」

事象発生直後の初動対応（初動情報報告やリエゾン派遣・TEC支援要請等）において、現状では登録対象者が自ら発信する

メールに依存するほか、膨大な受信メールの中から、職員が一つ一つ被害情報を確認して集約するため情報集約に時間を要し
ている。そこで、AI等（システム側から能動的に情報発信し、職員が登録を行う等）の活用により、システム側が自動で処理する
仕組みを導入することにより、初動対応にあたる職員の負担軽減を図りつつ、対応の迅速化・効率化を図る。

After
システムからの能動的な情報発信による操作・集計

Before
手作業による情報伝達及び集計
・対象事象発生時、初動情報連絡員が被害情報等をメールで報告
・防災室は、手作業で報告のとりまとめや連絡（回答）漏れのチェッ

クを実施

・作業労力がかかる（膨大）
・チェックに時間がかかる初動情報連絡員

防災室

・とりまとめ
・チェック

初動情報連絡員

防災室
②登録（返信）

システム

・自動整理
・チェック
・帳票作成

・発生した事象に応じた定型メールを、システムが初動情報連絡員に
対して自動的にメール送信。

・受信したメールをシステムが自動集計し、確認用の帳票も自動生成。

①登録依頼メール
（自動送信）災害！

【初動情報】

災害！

・作業の迅速化、労力の軽減
・登録忘れ等の防止
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③

④確認

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実施設計
（システム
設計等）

概略検討
（基本要件
の確認等）

システム構
築（登録
フォーム）

運用（必要に応じて、適宜改良を実施）
試行

運用開始

評価 機能拡充 試行
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防災ヘリ飛行計画支援

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

災害発生時の防災ヘリコプターによる被災状況調査について、AIを活用して飛行ルートを支援する
仕組みを導入することにより、被害状況の早期把握を図る。

目標

取組内容

これまでは、１次調査で広域の被災状況を確認した後に2次調査（詳細調査）を行っていたが、各種防災情

報を利用しヘリ運航を支援するシステムを導入することで、１次調査飛行の段階から調査優先順位の高いエ
リアの調査飛行を実施可能とし、被害状況把握の効率化を図る。

AfterBefore

概略検討（基本
要件の確認等）

システ
ム設計

1次調査ルート（事前設定）

CCTV

DiMAPS

スペクトル分析

震度分布

2次調査（詳細調査）

1次調査（スクリーニング）

被災エリア把握

1次調査後に2次調査を

実施するため、詳細調査
実施まで時間を要する

AI被害情報

優先度の高

い調査ルート

を提案

ヘリ運用職員

ヘリ調査実施

優先度を考慮した

調査ルート指示

AI判定による優先調査ルート
各種防災情報
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体制強化、
運用見直し

本格運用開始
概略設計（システム構成検討） 構築

一部運用開始

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

実証実験

緊急一次調査ルート作成支援検討

評価
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・動画（ウェアラ
ブル）+音声
・ヘッドマウントディスプレイ

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

災害対応現場で対応する職員の負担軽減を図るため、リモート現地調査（ウェアラブルカメラの導入
等）を用いた意思決定支援により、現地作業・登録作業の作業効率化を図る。

目標

取組内容

これまでは現場からの電話や写真等のデータから意思決定を判断する必要があったが、ウェアラブルカメ
ラ等を活用することで、現場に負担をかけずに臨場感のある情報の共有及び意思決定支援を図る。また、現
地調査とデータ整理を分担して行うことで、作業効率を図る。

After
現場状況のリモート現地調査、作業分担による効率化

Before
現場状況の伝達が困難（タイムラグ、臨場感）
・現場調査後、帰庁後にデータ整理・共有
・臨場感のある現場状況を共有することが困難
・調査（撮影）技術が現地対応職員の技能に依存

・調査・データ整理の分担による作業効率化及び時間短縮
・ウェアラブルカメラとヘッドマウントディスプレイによる現場対応
・対策本部等では、VRゴーグル等でのリモート現地調査の情報共有で意思決
定が容易に

・調査（撮影）
・電話連絡

現場 対策本部・支部

・データ整理
・意思決定

（同一人物） 共有

現場 事務所 対策本部・支部

・データ整理

同時作業

・VRゴーグル
作業分担

リモート
現地調査

災害！ 災害！

共有

・情報共有開始までの時間が短縮
・遠隔地から臨場感ある情報共有が可能
・現地対応職員の技能に依存しない調査指示

・情報共有開始までに時間がかかる
・臨場感ある情報の共有が困難
・調査（撮影）が現地対応職員の技能に依存

構築（現地映像
共有システム）

本格運用開始
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事務所

帰庁後

・意思決定

概略検討（基本
要件の確認等） 運用開始（必要に応じて適宜改良を実施）試行実施設計 評価

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

全方位カメラ等の活用検討
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ドローン調査の運用強化（自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）
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Ku-SATⅡ

Car-SAT

独
自
通
信
設
備

■既存映像伝送設備の活用によるリアルタイム映像伝送の構築

災害現場の被災状況が早期に把握でき、災害時でも安定した通信が可能な関東地整の独自通信設備を活用
して、リアルタイムによりドローン映像を災害対策本部室等へ配信する仕組みを構築内容

山腹崩壊

土砂崩れ

ドローンによる被災状況調査 独自通信設備（Ku-SATⅡ）

災害対策本部室でのリアルタイム映像の共有
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東日本大震災の実体験に基づく 災害初動期指揮心得

『 備えていたことしか、役には立たなかった。

備えていただけでは、十分ではなかった。 』

最後の教訓
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ご静聴ありがとう
ございました。
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